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CSISでは2008年7月に，人の流れプロジェクト

（http://pflow.csis.u-tokyo.ac.jp）を立ち上げ，人の

行動データを処理し，人の流れに関するデータを提供．

空間情報は動くものへ～「人の流れプロジェクト」
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位置情報を用いたCOVID-19流行時の
行動自粛と再生産数の解析結果

①人々の総コンタクト
（GPSを使って計測）

②東京都内の新規感染者数 ③東京都内の再生産数

・コンタクト指数 0.25 を超えると、R(t)>1となっていることが分かる

コ
ン
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Yabe, T., Tsubouchi, K., Fujiwara, N., Wada, T., Sekimoto, Y., & Ukkusuri, S. V., 

Non-Compulsory Measures Sufficiently Reduced Human Mobility in Japan 

during the COVID-19 Epidemic. Scientific Report, 10, 18053, Nature, 2020.
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スマートシティとサステナビリ
ティ
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最近のスマートシティ？

• GoogleのSidewalk

https://www.sidewalklabs.com/ 6



最近のスマートシティ？
• 中国のAlibaba@杭州

https://jp.alibabacloud.com/product/datav 7



最近のスマートシティ？
• 日本はどうする？

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc/supercity/setsumei.pdf 8



地域の自律性、サステナビリティ

• 金の切れ目が縁の切れ目となった場合に、
残るものは？

• データは数少ない引き継げるもののはずだ
がプロジェクト終了後にデータの権利がな
い事に気づく・・・

• 地域が長期的に自らガバナンスしていける
データと基盤が重要。

9



国交省などでも（都市局）
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「デジタル化の急速な進展やニューノーマ
ルに対応した都市政策のあり方検討会」

https://www.mlit.go.jp/toshi/machi/toshi_daisei_tk_000062.html
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都市のローカルなアセット×
IT・デジタルが論点だが・・・

• まちは当然フィジカルなので地域や自治体単位で
ローカルアセット中心にSurviveする必要。

• アセットの種類は色々

– 飲食店、地域公共交通、空家、公共施設、遊休地、農地、

学校、コミュニティ、特産品、観光、文化

• 一方でデジタルのサービサーはローカルで独自で
ある必要はない。フィジカル系とは予算単位が違
うので広くビジネスをやらないと生き残れない。

• 全国規模の民間ビジネスに乗っているものは割と
うまくいっている？（GoTo・・、ふるさと納税）

• 全ての分野で政府そのものが強く旗振りをすれば
よいがそうはいかない。Publicビジネスはまだまだ。
（とくに受託型ではなくサブスク型が重要） 12



全国規模のデータ流通サービス
へのトライ
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G空間情報センターによるデータ流通
• 国内の有償・無償の地理空間情報流通を行っており、大手・

ベンチャーのビジネスハブとなっている。

• データ流通単体でビジネスをしていくのは・・

https://www.geospatial.jp
2016年11月にオープン！

（代表理事（兼業）として
2014年から構築・運営）
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分野別の取組外観と今後の展開
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全国規模の特定publicサービス
へのトライ
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コンパクトシティ・立地適正化の合意形成
（MyCityForecast）

Step2. 知りたい将来
年をクリック

Step3. 14指標について、
3つのケースで比較

Step4. 市民の意見を
登録

5指標 (総人口, 高齢
者人口, 子供の人口, 

行政コスト, 緑地割
合)

現状の値

そのままの都市構
造の場合の将来値

計画された都市構
造の場合の将来値

5指標（医療施設、
学校、スーパー、コ
ンビニ、大型商業施
設へのアクセシビリ
ティ）

4指標（介護施設、
保育施設、行政施設、
公園へのアクセシビ
リティ）

Step1. 知りたいエリア
をクリック

(500mメッシュ)

Hasegawa, Y., Sekimoto, Y., Seto, T. and Fukushima, Y. and Maeda, M.: Urban Planning 
Communication Tool for Citizen with National Open Data, Computers, Environment and 
Urban Systems, Elsevier, Vol.77, 101255, 2019. (Impact factor: 3.725 in 2017) 17



計算のアルゴリズム

 国勢調査
 国土数値情報

 自治体決算情報
 公共交通情報

• 居住誘導エリアを指定し
た人口遷移を想定

現在・過去の都市の姿を
表すオープンデータ

output

人口分布
を推定

• 周辺人口で現状規模を維
持できるか判定

都市施設の
配置推定

• 推定した人口分布、施設
立地に応じた変化

行政コスト
を算定

input

 人口指標
 都市施設への

アクセシビリティ

 環境指標
 市民一人あたりの

財政負担

地域メッシュ5年ごとの
生活関連指標の推定値

都市のコンパクト化を
想定したシミュレーション
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使用しているデータ
（基本はオープンデータ）
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地域のオリジナル・プライベートデー
タによるリアルタイムなカスタマイズ

居住誘導地域の設定

都市施設の整備
方針の設定

地図表示レイヤの設定

オリジナルの
MyCityForecast

ＤＢ
読み込み

再計算
結果

カスタマイズ設定画面

URL発行

パラメータ設定/ 

データアップロード
ユーザ

計算時間：1分以内
計算効率化により、リアルタイム
のシミュレーションを可能に

ワークショップ時間内での計画案
検討・反映に利用できる
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対象地域 実施日 対象 テーマ 人数

水戸市 2015/10/16 市職員 都市計画策定に向けた庁内勉強会 18名

2016/1/21 市民・企業 オープンデータ利活用研究会 20名

横浜市 2015/11/9 市職員 データ活用職員研修 52名

2016/1/16 市民（青葉区民会議） データを通して区の将来を考える 11名

倉敷市 2017/1/7 市民・企業・市職員・国 市街地（観光地）渋滞対策 15名

江津市 2017/1/14 市民・民間団体・市職員 過疎地の公共交通問題・医療介護の拠点 25名

南砺市 2017/1/21 市民・企業・市職員 公共施設施策を考える 25名

MCFを活用したワークショップの実施

操作体験
データに

基づく議論
課題の共有
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MCFによる立地適正化計画への賛同態
度の変化（水戸市民へのアンケート）

2

2.2
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2.6

2.8

3

3.2

3.4

3.6

3.8

手続き的公正感 私的利益感 社会的利益感 賛同態度

評
価
点

(平
均

)

Step1,内側 Step1,外側

Step2,内側 Step2,外側

Step3,内側 Step3,外側

テーマ事業 立地適正化に向けた居住誘導区域の設定

対象
水戸市在住市民 誘導区域の外側在住 52名

誘導区域の内側在住 61名

実施期間 201512/18～2015/12/24

段階的な影響情報の提示による賛同態度の変化
(1~6の6段階評価) 居住誘導区域の外側

の回答者
→事業そのものの評価と
賛同度を有意に下げた

居住誘導区域の内側
の回答者

→手続き的公正感の向上
のみが顕著な変化

事業がもたらす利害関係
によって、情報の捉え方
が異なる可能性
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MCFによる移転可能層の掘り起こし
• 賛同態度と行動意図の指標(支払意思額)の相関関係を比較
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情報提供前 情報提供後

→ より行動につながりやすい賛同態度が形成されている

＝都市の将来を担う責任意識の表れとも言える
23



https://mycityconstruction.jp/

各工事・設計・調査成果を従来のCD等の電子媒体で
納品すると、発注者側でそれ以降管理されないケー
スが多く、データ流通が止まるので、受注者にブラ
ウザ上で直接アップロードさせる仕組み。
（従来の電子媒体費用や成果の差替え、焼付けの手
間をなくし、受注者側が登録料を払う）
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My City Report
市民投稿向けと道路管理者向
けと2系統あり。自治体は両
方使っても片方でもよい。
（道路管理者向けは深層学習
で自動検出）
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業界へのフィードバックや研究者やユーザー層の巻込み

• 道路損傷データに対する世界初の公開データセット（9,053枚）
• SOTA手法でベンチマーク作成

Maeda, H., Sekimoto, Y., Seto, T., Kashiyama, T., & Omata, H. (2018). Road damage detection and 

classification using deep neural networks with smartphone images. Computer‐Aided Civil and 
Infrastructure Engineering, 33(12), 1127-1141. (Impact factor: 5.475 in 2017)

D00 D01 D10 D11 D20 D40 D43 D44 TOTAL

Ichihara	city 175 71 18 9 43 8 20 138 482

Chiba	city 183 187 13 12 27 3 104 267 796

Sumida	ward 168 660 20 61 21 19 201 482 1632

Nagakute	city 482 477 169 58 351 14 90 659 2300

Adachi	ward 529 1013 153 279 172 11 191 567 2915

Muroran	city 671 574 124 88 1192 189 50 712 3600

Numazu	city 560 807 245 129 735 165 161 908 3710
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横断歩道
のかすれ

白線
のかすれ

段差、剥
離、ポッ
トホール

線状
ひび割れ

（横）施工
ジョイント

亀甲状
ひび割れ

線状
ひび割れ
（横）

間隔が均等

線状
ひび割れ

（縦）施工
ジョイント

線状
ひび割れ
（縦）

車輪走行部

図：データセット内訳
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線状ひび割れ（縦）施
工ジョイント

D01

線状ひび割れ（縦）
車輪走行部

D00

線状ひび割れ（横）間
隔が均等

D10

線状ひび割れ（横）施
工ジョイント

D11

亀甲状ひび割れ

D20

段差、ポットホール、剥離

D40

横断歩道のかすれ

D43

白線のかすれ

D44

※舗装の維持修繕ガイドブック2013（日本道路協会）に準拠している

道路損傷の定義・サンプル画像
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Road Damage Detection Challenge, IEEE Bigdata 2018

• IEEE Bigdata @ シアトルのワークショップの一つとして
道路損傷検出データチャレンジを主催（2018/6/10-2018/11/18）

• 14か国59チームが参加し、中国民生銀行データサイエンスチームが優勝
• 豊富な計算機環境を活かしたアンサンブル手法が多く報告された

図：ワークショップ当日の発表資料

Road Damage 
Detection and 
Classification 
Challenge

IEEE Bigdata Cup 2018

Dec 10, 2018 @ Seattle
Sekimoto lab, the University of Tokyo
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Global Road Damage Detection Challenge, IEEE Bigdata 2020

• IEEE Bigdata @ オンラインのワークショップの一つとして
道路損傷検出データチャレンジを主催（2020/5/1-2020/11/18）

• 日本国内のみではなく、インド・チェコのデータセットも加えて、
汎用的な損傷検知モデルの構築を目指す

• 世界中から120チームが参加（2018年の2倍！）

最終審査までに、データチャレンジで
提案された手法等についての分析を実施予定
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逆に自治体単位で統合的な事を
する事への試み
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デジタルツインの取組
（データレジストリと表裏一体
的なホットスタンバイな都市の
デジタルツインを目指して）

【別名：統合型GISの近代化】
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オンライン電子納品
（My City Construction）

メイン画面（広域都市モデルの表示連携を優先）

トップページ

CKANによる
データセット管理

G空間情報センター

データ登録組織

他のDB

様々なデータセットを重ね合わせてブラウザで
見られる状態にしておくのは簡単ではない！

データセット管理

インターフェース
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プロトタイプ構築のデータや処理フロー

CAD

図面

ボーリ
ング
データ

衛星画像
航空写真

広域
建物
データ

点群
データ

Mapbox GL JS＋ Deck.glベースによる
実空間インフラデータ連携プラットフォーム

GLTFLoader/

Three.js等
3Dベクトルタイル

標高
データ

ラスタタイルベクトルタイル

LAS等CSV,XML SHP, OBJ, CSV等 TIFF等 DEM等DXF等

施設
管理
データ

基本的には，原データから「タイル化」して準備

許諾できる
ものは原
データダウ
ンロードも

今後の課題
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さらに色々な主体が出すデータがあるので・・・
（地理空間情報のデータ連携アーキテクチャ）

戦略・政策

ルール

機能

データ

データ連携

アセット

組織

ビジネス

各データPF保有組織

・データPFごとに
用意されたAPI
・メタデータその
ものはJSON形式

G空間情報センターデータ公開主体

データセット化して格納

G空間情報ｾﾝﾀｰ
のCKAN-API

データセット
や提供形式
の拡張

ユーザーへ
の提供

メタデータの記述方法の
標準化（ISO19115、JMP2.0）

ガイドライン・通達上での言及

SIP第2期ビッグデータ・AIを活用したサイバー空間基盤技術におけるアーキ
テクチャ構築及び実証研究「多様な分野を地理空間情報でつなぐ持続的なプ
ラットフォームのデザインと実証」（研究代表機関：東京大学）
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国土交通データPF

データ保有組織登録
民間企業・自治体等

データセット・メタデータ

外部の
通行実績データDB

MyCityConstruction
（電子納品DB）

オープンデータ流通サイト
での活用

他の地理空間DB
（防災科研など）

登録
GeoJSON
KML等

WebAPI

API

・ユーザー認証
・一部データ

CKAN-API
による

登録・連携

API

API

直登録

タイル形式
GeoJSON
WMS/WFS
etc…

G空間情報センター

登録データのAPI化



デジタルスマートシティサービス
（AIGIDによる提供）

デジタル裾野
面積： 138.4 km²

人口： 5.1万人

デジタル南砺
面積： 668.6 km²

人口： 4.8万人

https://www.digitalsmartcity.jp/susono-city/

https://www.digitalsmartcity.jp/nanto-city/
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まとめ
• 都市OS的なものも重要だが、地方自治体の導入コスト

やサステナビリティを考えると、各セグメントごとに全
国レベルのpublic系のITサービスが生き残るのが大事。

• そのためにはデータの標準化やオープン戦略は必須
（データのオープン／クローズをきちんと管理する）

• とくに地理空間情報関係はpublicな要素が強いので、ス
マートシティの中で先導体としてスピーディーに進めて
いくべき！

• 国・自治体・民間で立ち位置は違うが似たデータは多い
ので、政府で議論中の総合的に扱えるスマートシティの
ための標準的なデータモデルや、基盤となるベースレジ
ストリの構築は大変重要。

• 裾野を広げていくうえで技術者コミュニティの形成や
フィードバックも大変重要。
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